
次年度のコストの方向性（→その理由）

改善内容(課題解決に向けた解決策）

具体的内容とスケジュール

事業の課題認識，改善の視点（次年度にどう取り組むか）

基本事業

施策

政策

画

計

合
総

種別

担当課

事業の基本情報

事務事業マネジメントシート

予算科目コード

事務事業名

根拠法令・条例等

市民協働

計画期間

なぜ，この事業を実施しているか？　何をどうするための事業か？

内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）背景（なぜ始めたのか）

目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）

（参考）基本事業の目指す姿

目的達成のための課題（問題点，現状分析，課題設定）

健やかに暮らせるまち

地域福祉の推進

社会福祉協議会補助事業

社会福祉協議会補助事業

社会福祉協議会との連携

　社会福祉法第１０９条に基づき社会福祉協議会が設置されたことに
伴い，地域福祉を推進する団体である社会福祉協議会を支援するもの
。守谷市社会福祉協議会は，昭和45年に設立され，同48年に厚生大臣
に社会福祉法人として認可を受けた。

□増加

□維持

□削減

昭和48年度～

01-030101-08 単独
社会福祉法

　社会福祉協議会の活動を支援することにより，市民のニーズに適応
した地域に密着した福祉活動を推進する。

　地域福祉の推進を図るため設置した社会福祉協議会に対して，非営
利部門に従事する職員に対する人件費等を補助するものである。
　社会福祉協議会における補助金の対象事業は，主に法人運営事業，
地域福祉事業であり，具体的には①福祉に関する広報事業，②地域福
祉活動推進事業，③相談・援護事業，④ボランティア活動推進事業，
⑤共同募金事業，⑥生活福祉資金等貸付事業などです。
対象外の事業としては，①介護予防事業，②介護保険事業，③訪問介
護事業，④高齢障がいヘルパーステーション。
※守谷市社会福祉法人の助成に関する条例

平成28年度

　社会福祉協議会が地域福祉推進の核として機能するよう連携強化す
る。また，地域福祉活動計画が実践できるよう支援する。

任意的事務

社会福祉課



成果の動向（→その理由）

指標名

今年度の取組（評価、課題への対応）前年度の評価（課題）

事
業
費

評価（指標の推移、今後の方向性）

前年度の評価（課題）を受けて、どのように取り組んだか（今年度の振り返り）

今後の事業の方向性（→その理由）

コストの推移

項目

計

国・県支出金

地方債

その他

正職員人工数（時間数）

正職員人件費

トータルコスト

一般財源

        36.70

         0.00

        39.90         39.50         46.80         46.80

         0.00          0.00          0.00          0.00

      36,772       42,454       44,576       52,700       52,700

社会福祉協議会補助事業

         375

           0

           0            0            0        3,643        3,643

      36,397       42,079       44,148       48,682

         375

      49,057

         375          375            0

           0            0            0            0

      36,772       42,454       44,523       52,700       52,700

　地域福祉の推進のために，地域福祉計画と地域福祉活動計画に基づ
く連携を図ること。

□向上

■横ばい

□低下

□拡大

□縮小

■維持

□改善・効率化

□統合

□廃止・終了

           0            0           53            0            0

       0.00        0.00       13.00        0.00        0.00

　社会福祉協議会の活動を支援することにより，市民のニーズに適応した地域に密着した福祉活動を推
進する。

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算 H30年度見込

　地域福祉等の推進を図るため設置した社会福祉協議会の非営利部門の職員に対する人件費等の補助を
行うものであり，算出した額を適正に支出するものである。成果向上余地は小さい。

社協全予算に対する補助率（％）

　地域福祉の推進のために，地域福祉計画と地域福祉活動計画に基づ
く連携を図っている。

基準値（H26） H27年度 H28年度 H29年度 目標値（H33）


